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Ｓｅｅｄ：種〈情報を伝えて大きく育てるという願い〉                
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デジタルリテラシー
実践講座

県内企業の成長を支えるため、
現場の課題をデジタルで解決できる実践的な人材を育成します。

reskilling@itc-ibaraki.comお問い合わせ

茨城県認定リスキリング教育プログラム令和７年度　

製造業コース

製造現場の生産性向上を

デジタル化でどうやって解決するかを学ぶ

https://forms.gle/VGVjur7oUfYtT8BAAお申し込みはこちらから スマホからのお申し込みは

選べる　 つのコース

茨城県（担当：産業戦略部産業人材育成課） 特定非営利活動法人 ITコーディネータ茨城

全８回

2

火102025 28～
40各コース

33,000円

名

（税込）

※お申込受付は先着順とし、定員になり次第、締め切らせて頂きます。

いばらきリスキリング推進宣言企業は半額で
お申込みが可能です。
いばらきリスキリング推進宣言制度
https://ibaraki-rs.jp/promotion/declaration/

受講料

定  員

１名あたり 

業種横断コース
全８回

顧客管理をはじめとする
バックオフィス業務の効率化を

デジタル化でどうやって解決するかを学ぶ

月10 20申し込み締切

主 催

一般社団法人 茨城県経営者協会後 援
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デジタル技術を組織内で活用し、
成果を出せる人材を育てる講座です。

■日程（全 8 回）

■講座の流れ

■身につく 4 つのスキル

オリエンテーション
座学研修・事例学習

デジタルツール紹介

受講者代表企業見学

検討会１

検討会2

検討会3

計画書発表会

1

2

3

4

5

6

7

自社検討8

・全講座の説明
・デジタル化の説明
・事例企業学習

RPA・生成AI・ローコードの紹介と
演習を行う

グループ内代表企業の
現場を見学する

代表企業の計画書作成
・課題分析/ツール検討
・全員のディスカッション
・組織内促進の検討
・プレゼン学習

代表企業の管理者に対する発表
意見交換会

受講者全員が自社の
デジタル化に対して検討する

BIZcomfort水戸
またはオンライン

茨城県庁
またはオンライン

BIZcomfort水戸
またはオンライン

茨城県庁

BIZcomfort水戸
またはオンライン

茨城県庁
またはオンライン
（ハイブリット形式 )

BIZcomfort 水戸
またはオンライン

グループ内代表企業
（グループごとに
複数日に分けて実施）

回数 プログラム名 概要 開催場所
開催日時

製造業コース 業種横断コース

業種横断コース

製造業コース

現場の課題を
発見できるスキル

解決策にデジタル知識を
活用できるスキル

課題の解決策を
提案できるスキル

デジタル利活用を組織内で
促進できるスキル

デジタル化に関する
様々な基礎知識を
学びます

座学研修
事例学習

デジタルツールを
実際に操作し
仕組みや活用の
イメージを学びます

デジタルツール
演習

受講者の中の代表企業に
対しグループで
デジタル化計画書を
3回の検討会で作成します

計画書
検討・作成

作成した
デジタル化計画書の
発表を行います

計画書
発表

研修で
学んだことを活かし
自社の課題について
検討します

自社計画
検討

デジタル化の知識をつける／考え方を学ぶ 代表企業の課題を発見する／対応策を検討する 自社の検討をする

共通講座

受講者企業見学ツール操作学習デジタル事例紹介

2025
10/28 13:30-17:00火

2025
11/6 13:30-17:00木

2025
11/7 13:30-17:00金

2025
11/20    または 21
13:30-17:00

木 金
2025
11/18    または19
13:30-17:00

火 水

2025
12/4 13:30-17:00木

2025
12/5 13:30-17:00金

2025
12/17 13:30-17:00水

2025
12/18 13:30-17:00木

2026
1/15 13:30-17:00木

2026
1/16 13:30-17:00金

2026
2/5 10:00-17:00木

2026
2/6 13:30-17:00金

2026
2/12 13:30-17:00木

2026
2/13 13:30-17:00金

特定非営利法人ＩＴコーディネータ茨城

https://www.itc-ibaraki.com/
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 ※各動画の専用テキスト＋効果測定用の正誤問題を併せて提供します。 

 

 

 

 

 

番号 動画種類 内容 受講時間 

Vol.1 女性活躍の現状 様々なデータから日本及び茨城県の女性活

躍に関する現状を学ぶ 

約 19 分 

Vol.2 私らしく活き活きと活躍

するキャリアを考える 

「私らしいキャリアを考える視点」や「活き活

きと活躍するための 3 つのポイント」を学ぶ 

約 32 分 

受講期間 

視聴 
無料 

PC/スマホ 
で受講可能 

１か月間（期間中何度でも視聴いただけます） 

申込 以下の県ポータルサイトからお申し込みください。 

https://yell.pref.ibaraki.jp/womanact/ 
women_career_teaching_material.html 

問い合わせ先 茨城県産業戦略部労働政策課（労働経済・福祉Ｇ） 

       Tel 029-301-3635 Mail rosei1@pref.ibaraki.lg.jp 

県内外の女性活躍の現況や女性が職場で活躍するためのポイ

ントを学び、女性が自らのキャリアについて考えることができる動

画の教材です。 

どなたでも無料で活用いただけます。 

企業内研修や個人学習など様々な機会にご活用ください。 

教材概要 

働く女性のキャリアを考える教材を作成しました！ 

出演者プロフィール 

大手情報出版会社の地域活性事業部にて省庁、地方自治 
体のコンサルティング事業に従事。独立後は、全国の大学 
等でのキャリア開発支援・大手企業内での女性のキャリ 
アデザインセミナー・メンター研修に携わる等、実績多数。 

株式会社キャリアアンドブリッジ 取締役 遠藤和氏 

例えばこんなお悩みや課題をお持ちの方へ 

・自社で女性活躍を進めたい。女性社員にリーダーとして活躍してほしい。 

・自分自身の今後のキャリアについて考えたい。 

・女性活躍の日本や本県の現在の状況を知りたい。 

この教材をお勧めしたい方 

女性がご自身の

キャリアを考える

きっかけとしてい

ただけます！ 

県ポータルサイト QR 
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いばらき労働相談センターのご案内 
 

●賃金や休業手当の不払い、一方的な解雇や配置転換、パワーハラスメント、職場でのいじめなど

といったトラブルで悩んでいませんか。 

●いばらき労働相談センターでは、職場のトラブルや労使問題でお困りの方のために、専門の相談

員による相談や情報提供を通じて問題解決のお手伝いをしています。 

●ご相談方法は、電話のほか、面談、メールでの相談も受け付けております。 

※メールでのご相談の場合には、折り返しのお電話をさせていただきますので、電話番号の記載

をお願いいたします。秘密は厳守いたしますので、一人で悩まずに、ぜひご相談ください。 

●なお、各地区就職支援センター内での出張面談についても、日程調整のうえ行っておりますので、

センター（029-233-1560）へご連絡ください。 

●また、出張相談会を以下の日程で行いますので、まずはお電話にてセンター（029-233-1560）あ

てお問い合わせください（事前にご予約された方優先。事前予約がない方も、当日の相談は可能）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日にち 会 場 

9 月 22 日(月) つくば市役所 コミュニティ棟 3階 

10 月 20 日(月) つくば市役所 コミュニティ棟 3階 

11 月 17 日(月) つくば市役所 コミュニティ棟 3階 

12 月 22 日(月) つくば市役所 コミュニティ棟 3階 

1 月 19 日(月) つくば市役所 コミュニティ棟 3階 

2 月 16 日(月) つくば市役所 コミュニティ棟 3階 

3 月 23 日(月) つくば市役所 コミュニティ棟 3階 

※相談無料・秘密厳守 

・相 談 窓 口 

・開 設 日 時 

・場    所 

・電 話 番 号 

・メールアドレ

・主な相談内容 

月曜日 ～ 金曜日：9:00～19:00（相談受付は 18:30 まで） 

第２・第４土曜日：9:00～15:00（相談受付は 14:30 まで） 

※第１・第３・第５土曜日、日曜日、祝日、年末年始は休業 

 
水戸市三の丸１－７－４１ いばらき就職支援センター２階 

０２９－２３３－１５６０ 

rodosodan@pref.ibaraki.lg.jp 

労働条件、採用、解雇・配置転換、賃金不払い、職場でのいじめ、パワハラ等 

・令和７年度 出張相談会の開催スケジュール 【相談時間：各日 10 時から 16 時（相談受付は 15 時まで）】 
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この大会は、障害のある方々が日ごろ培った技能を互いに競い合うことにより、その職

業能力の向上を図るとともに、企業や社会一般の人々が障害のある方々に対する理解と認

識を深め、その雇用の促進を図ることを目的として開催しています。 

大会では、各種目において日ごろの練習の成果が十分に発揮され、ハイレベルな大会と

なりました。 

 

開 催 日 令和７年７月１９日（土）、2０日（日） 

主 催 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構茨城支部、茨城県 

後  援 

【順不同】 

茨城労働局、茨城県中小企業団体中央会、茨城県商工会連合会、 

茨城県商工会議所連合会、一般社団法人茨城県経営者協会、 

株式会社茨城新聞社、茨城県職業能力開発協会、 

水戸市、社会福祉法人茨城県社会福祉協議会 

競技会場 茨城県職業人材育成センター（水戸市水府町 864－4） 

競技種目 

【９種目】 

電子機器組立、ワード・プロセッサ、ビルクリーニング、縫製、木工、

喫茶サービス、パソコンデータ入力、オフィスアシスタント、表計算 

参加者数 7５名（選手） 

 

【お問い合わせ】(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構茨城支部 高齢・障害者業務課

（ＴＥＬ：０２９－３００－１２１５） 

 

 

 

 

     

①電子機器組立 ②ワード・ 

プロセッサ 

③ビル 

クリーニング 

④縫製 ⑤木工 

  
  

⑥喫茶サービス ⑦パソコン 

データ入力 

⑧オフィス 

アシスタント 

⑨表計算 

 

第５４回茨城県障害者技能競技大会（アビリンピック県大会）を開催しました 

競技の様子 
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～ 茨城で働こう！君にぴったりの会社がここにある！～ 
 

 

 

    

  

 令和７年度元気いばらき就職フェアを開催します。 

  県内事業所を 10～20 社程度集め、求職者は企業から求人の説明や面接を受けられます。 

  求職者の参加無料、予約不要です。 参加を希望される方は県のホームページをご確認ください。 

  

記 

 

１ 開催日・場所 

日  付 開催場所 所  管 

令和７年 10 月 21 日（火） 鹿嶋市 
鹿行地区就職支援センター 

（０２９１­3４­２０6１） 

10 月 31 日（金） つくば市 
県南地区就職支援センター 

（０２９­８２５­３４１０） 

11 月 14 日（金） 日立市 
日立地区就職支援センター 

（０２９４­２７­７１７２） 

11 月 27 日（木） 下妻市 
県西地区就職支援センター 

（０２９６­２３­３８１１） 

令和８年 1 月 30 日（金） 水戸市 
いばらき就職支援センター 

（０２９­３００­１９１６） 

2 月 5 日（木） 土浦市 
県南地区就職支援センター 

（０２９­８２５­３４１０） 

 

２ 事業所の参加方法 

 開催月の約 2 か月前に県ホームページ上で参加企業を募集します。 

 参加を希望される事業所の方は県ホームページ（QR コード）をご覧ください。 

 

３ 求職者の参加方法 

 事前申し込み不要・出入り自由となっております。 

履歴書等をお持ちの上、お越しください。 

 

【問い合わせ先】 

    ○茨城県産業戦略部 労働政策課 雇用促進対策室  

℡：029-301-3645 
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～ いばらき就職支援センターをご利用ください ～ 

 

 

 

 

 

【名称・所在地・連絡先】 

①いばらき就職支援センター  所在地：水戸市三の丸 1-7-41 

電話番号：029-300-1916 

②県北地区就職支援センター  所在地：常陸太田市山下町 4119 県常陸太田合同庁舎内 

電話番号：0294-80-3366 

③日立地区就職支援センター  所在地：日立市幸町 1-21-2 日立商工会議所会館内 

               電話番号：0294-27-7172 

④鹿行地区就職支援センター  所在地：鉾田市鉾田 1367-3 県鉾田合同庁舎内 

               電話番号：0291-34-2061 

⑤県南地区就職支援センター  所在地：土浦市真鍋 5-17-26 県土浦合同庁舎内 

               電話番号：029-825-3410 

⑥県西地区就職支援センター  所在地：筑西市二木成 615 県筑西合同庁舎内 

                 電話番号：0296-23-3811 

 

【相談時間・連絡先】 

①     平日 ９時～19 時（祝祭日及び年末年始を除く） 

     第２、４土曜日  9 時～16 時 

 ②～⑥ 平日       9 時～16 時（祝祭日及び年末年始を除く） 

 

【支援内容】 

・相談員による就職相談、キャリカウンセリング等の各種相談対応 

・職業紹介（紹介状の発行）、内職の紹介 

・面接練習、履歴書等の書類添削指導 

・就職面接会、就活セミナーの開催 

・出張相談の実施（大子、北茨城、神栖、潮来、行方、稲敷、坂東） 

 

いばらき就職支援センターホームページ 

https://jobcafe.pref.ibaraki.jp/ 

 

【お問い合せ】茨城県産業戦略部労働政策課雇用促進対策室 

TEL ０２９－３０１－３６４５ 

 

茨城県では、就職先をお探しの方やお困りの方を対象に、県内６カ所に県の無料職業紹介機関

「いばらき就職支援センター」を設置しています。 

センターでは、キャリアコンサルタントの資格を持つ相談員が常駐し、就職相談やキャリアカ

ウンセリング、職業紹介を行います。無料で利用できますので、ぜひお越しください。 
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＜趣 旨＞  

 全国労働衛生週間は、昭和 25 年の第１回実施以来、今年で第 76 回を迎える。この間、全国労

働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活動

を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。 

労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が上昇を

続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、女性の就業率

が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。このほか、業務上疾病は引き続き高

い発生件数で推移しており、熱中症や腰痛など、気候変動、高齢化等の要因による業務上疾病の発生

が増加している傾向にあります。こうした労働環境を取り巻く変化に対応し、あらゆる労働者が健

康に働き続けるためには、職場における健康管理はもとより、女性の健康への対応、治療と仕事の両

立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重要です。  

他方、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数は、令和６年度には 1,296 件となっており、

引き続き過労死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康障害

の防止対策の推進が必要です。また、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数のうち、業務災害

に係る精神障害による労災認定件数は令和６年度には 1,055 件と過去最多となっており、職場にお

けるメンタルヘルス対策の取組の一層の促進が必要となっています。特に、小規模事業場における

メンタルヘルス対策を含めた労働者の健康確保や取組の推進が重要です。 

このような状況を踏まえ、第 14 次労働災害防止計画において、令和５年度より「自発的に安全

衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する

労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推進」、「化学物質等による健康障害防止対策

の推進」等合計８つの重点を定め、労働災害防止対策を進めており、今年度で３年目を迎えていま

す。 

こうした背景を踏まえ、今年度は、「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて ストレスチェッ

クで健康職場」をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高

揚を図るとともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとしますので、関係者の皆

様のご協力をお願いします。 

 

＜期 間＞  

 10月１日から 10月７日まで （準備期間 ９月１日から９月 30日まで） 

 

＜実施事項＞ 

 全国労働衛生週間中に実施する主な事項として、①事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡

視、②労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示、③労働衛生に関する優良職場、 

功績者等の表彰、④有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の災 

害を想定した実地訓練等の実施、⑤労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、 

作文・写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意識高揚のための行事等の実施を 

展開するようお願いします。 

 

 

【お問合せ先】  茨城労働局労働基準部健康安全課   ℡ 0 2 9－ 2 2 4－ 6 2 1 5  

 

令和７年度  全国労働衛生週間 

スローガン 「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて 

            ストレスチェックで健康職場」 

詳細な実施要綱はこちら 
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〇〇株式会社と〇〇労働組合とは、標記に関して次のとおり協定する。 
1　当社の従業員が有する〇〇〇〇年度の年次有給休暇(以下「年休」という。)のうち5日を超える部分については、6日を限度として計画的に付与するものとする。
なお、その有する年休の日数から5日を差し引いた日数が6日に満たないものについては、その不足する日数の限度で特別有給休暇を与える。

2　年休の計画的付与の期間及びその日数は、次のとおりとする。
前期=4月～9月の間で3日間　後期=10月～翌年3月の間で3日間

3　各個人別の年休付与計画表は、各期の期間が始まる2週間前までに会社が作成し、従業員に周知する。
4　各従業員は、年休付与計画の希望表を、所定の様式により、各期の計画付与が始まる1か月前までに、所属課長に提出しなければならない。
5　各課長は、前項の希望表に基づき、各従業員の休暇日を調整し、決定する。 
6　業務遂行上やむを得ない事由のため指定日に出勤を必要とするときは、会社は組合と協議の上、前項に基づき定められた指定日を変更するものとする。
　〇〇〇〇年〇月〇日

年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を結べば、年5日の範囲内で、時間単位の取得が可能となります。
労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に役立ちます。

〇〇株式会社 代表取締役 〇〇〇〇
〇〇労働組合 執行委員長 〇〇〇〇

労働基準法が改正され、2019年4月から年5日間の年次有給休暇を確実に取得させることが必要となっています。

「年次有給休暇の計画的付与制度」とは、年次有給休暇の付与日数のうち5日を除いた
残りの日数について、労使協定を結べば、計画的に休暇取得日を割り振ることができる制度です。
この制度の導入によって、休暇の取得の確実性が高まり、労働者にとっては予定していた活動が
行いやすく、事業主にとっては計画的な業務運営に役立ちます。

年次有給休暇の計画的付与制度を導入しましょう。

時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。

❶日数 付与日数から５日を除いた残りの日数を計画的付与の対象にできます。

年次有給休暇の付与日数が10日の労働者 年次有給休暇の付与日数が20日の労働者

◎前年度取得されずに次年度に繰り越された日数がある場合には、繰り越し分を含めた付与日数から５日を引いた日数を計画的付与の対象とすることができます。

●就業規則や労使協定のモデルは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧ください。

注）時間単位の年次有給休暇の取得分については、確実な取得が必要な 5日間から差し引くことはできません。

例 1 例 2

5日 5日 15日 5日
事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる 事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる

❷活用方法

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定の例（個人別付与方式の場合）

方式 年次有給休暇の付与の方法 適した事業場、活用事例

企業、事業場の実態に合わせたさまざまな付与の方法があります。

全従業員に対して同一の日に付与

班・グループ別に交替で付与

個人別に付与

製造部門など、操業を止めて全従業員を休ませることのできる事業場などで活用

流通・サービス業など、定休日を増やすことが難しい企業、事業場などで活用

年次有給休暇付与計画表により各人の年次有給休暇を指定

一斉付与方式
交替制付与方式
個人別付与方式

〈労使協定で定める事項〉
① 時間単位年休の対象労働者の範囲
　  対象となる労働者の範囲を定めてください。一部の者を対象外と  
　  する場合には、「事業の正常な運営を妨げる場合」 に限られます。
② 時間単位年休の日数
　  １年５日以内の範囲で定めてください。

③ 時間単位年休１日分の時間数
　  １日分の年次有給休暇が何時間分の時間単位年休に相当するかを定めて
　  ください。１時間に満たない端数がある場合は時間単位に切り上げてく
　  ださい。（例）所定労働時間が１日７時間30分の場合は８時間となります。
④ １時間以外の時間を単位として与える場合の時間数
　  ２時間単位など１日の所定労働時間数を上回らない整数の時間単位を
　  定めてください。

 年次有給休暇 を上手に活用し
働き方・休み方を見直しましょう
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育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法が改正されました

●育児短時間勤務制度を講ずることが困難な場合の代替措置（＊）にテレワークが追加されました。

＊困難と認められる具体的な業務があり、従事する労働者がいる場合にのみ、労使協定を締結し除外規定を設けた上で実施

【育児・介護休業法】 ❶～❽  令和７（２０２５）年 ４月１日 から施行

選択する場合は就業規則等の見直し

●公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」です。

●年１回、公表前事業年度の終了後おおむね３か月以内に、インターネットなど、一般の方が閲覧できる

方法で公表してください（具体的な公表内容や算出方法は二次元バーコードをご確認ください）。

●対象となる子の範囲が、現行の「小学校就学の始期」から「小学校３年生修了」までに拡大されました。
●「感染症に伴う学級閉鎖」や「入園（入学）式、卒園式」など、取得事由が拡大されました。
●引き続き雇用された期間が６か月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みが廃止されました。

●現行の「３歳未満の子」から「小学校就学前の子」を養育する労働者に対象が拡大されました。

●介護に直面した旨の申出をした労働者に対する介護休業制度等の個別周知・制度利用の意向確認

●介護に直面する前の早い段階(40歳等)での労働者への介護両立支援制度等についての情報提供

が事業主に義務化されました。

●「３歳未満の子を養育する労働者」及び「要介護状態の対象家族を介護する労働者」がテレワークを選択できる

 ように措置を講ずることが、事業主に努力義務化されました。

⑧育児・介護のためのテレワーク導入

⑨柔軟な働き方を実現するための措置等

⑦介護離職防止のための個別の周知・意向確認等

⑥介護離職防止のための雇用環境整備

①子の看護休暇の見直し

③育児短時間勤務制度(3歳未満)の代替措置にテレワーク追加

④育児休業取得状況の公表義務適用拡大

⑤介護休暇を取得できる労働者の要件緩和

②育児のための所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

●引き続き雇用された期間が６か月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みが廃止されました。

 ●介護休業や介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下４つのうちいずれかの措置

を講じなければなりません。

 ①介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施、②相談窓口の設置、③自社の労働者の介護休業取得・介

 護両立支援制度等の利用の事例の収集・提供、④介護休業・介護両立支援制度等の利用促進に関する方針の周知

⑩仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮

労使協定を締結している場合は就業規則等の見直し

お問い合わせは 茨城労働局雇用環境・均等室（水戸市宮町1-8-31 TEL：029-277-8295）まで

【育児・介護休業法】 ❾・❿ 令和７（２０２５）年 10月１日 から施行

義務 就業規則等の見直し

●３歳から小学校就学前の子を養育する労働者に関して、以下５つの選択して講ずべき措置の中から、２つ以上の
措置を選択して講ずる必要があります。
①始業時刻等の変更 ②テレワーク等（月10日以上） ③保育施設の設置運営等 ④就業しつつ子を養育する
ことを用意にするための休暇（養育両立支援休暇）の付与（年10日以上）、⑤短時間勤務制度

【次世代育成支援対策推進法】 令和７（２０２５）年 ４月１日 から施行

●妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前の労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主に

義務付けられました。

育児休業取得等に関する状況把握・数値目標設定の義務化 義務 労働者数101人以上企業

 ●常時雇用する労働者が101人以上の企業は、一般事業主行動計画の策定・変更時に以下２点が義務付けられました。

①育児休業等の取得状況、労働時間の状況の把握等（PDCAサイクルの確立）

②育児休業等の取得状況、労働時間の状況に係る数値目標の設定

義務 就業規則等の見直し

義務 就業規則等の見直し

義務

義務

義務

義務

就業規則等の見直し努力義務
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使用者は、年次有給休暇の付与日数が年 10 日以上である労働者に対し、その日数のうち５日について
は、基準日（年次有給休暇発生日）から１年以内に、労働者ごとにその時季を指定して取得させることが義
務付けられています。 

上記に該当する全ての労働者（パート・アルバイト含む）について 1 年間に 5 日以上の年次有給休暇を取
得させる必要がありますので、労働者ごとに年次有給休暇の付与日数とその付与日、取得日数（残日数）な
どを確認の上、計画的な年次有給休暇の取得を進めましょう！ 
 

  年次有給休暇の付与日数などについては、『年次有給休暇管理簿』を作成し、これにより各労働者の付
与日、取得日数などを記録する必要があります。 
 また、年次有給休暇の取得計画を定めるにあたっては、あらかじめ労働者から希望時季を聴取するなど、一
方的に会社の都合だけで設定しないような配慮をすることが必要です。 

 

 

 

 

「働き方改革」とは？ 
労働時間・休日の制度の見直し、多様な働き方(テレワーク、フレックスタイム制)の導入などにより長時間労働の抑制、年次有給

休暇の取得促進を図る等、これまでの働き方を見直す取組のことをいいます。 

「働き方改革」により、企業の魅力アップ・優秀な人材確保が実現し、生産性向上や離職率低減などにつながります。 

「働き方・休み方改善コンサルタント」とは？ ～「働き方改革」の取組を支援する経験豊富な専門家です！～ 

●社会保険労務士の資格を持つ者等、労働関係法令・制度に専門的な知識を持つ人物の中から、都道府県労働局長が任用

した非常勤の国家公務員です。 

●「働き方・休み方改善コンサルタント」のご利用は全て無料です。また、ご相談の秘密は固くお守りします。 

●労働基準法への対応を含めた労働時間制度等に関する電話・窓口相談、訪問コンサルティング等、幅広く対応いたします。 

 

 
 
 
 
 
                       
 
 
 
 
【申込先・問合わせ先】 

茨城労働局 雇用環境・均等室  指導部門 働き方・休み方改善コンサルタント 
〒310-8511   茨城県水戸市宮町１-８-３１ 茨城労働総合庁舎 6 階 

                 電話：０２９－２７７－８２９５  
                  URL： https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/  

 

 

年次有給休暇の取得は進んでいますか？ 

年5日の年次有給休暇の確実な取得を！ 
～年次有給休暇が10日以上付与されている全ての労働者について、 

付与から1年以内に5日以上取得させる必要があります～ 

  

「働き方改革」に取り組む事業主のみなさまへ 

「働き方・休み方改善コンサルタント」が無料でアドバイス！ 
～労働時間・休日の制度の見直しについて、専門家が、あなたの会社を訪問します～ 

 

例えば、こんなお悩みはありませんか？？ 
● 従業員の健康のため、長時間労働を改善したい。 
● フレックスタイム制や裁量労働制を導入したい。 
● 仕事の無駄をなくし、労働時間、休日、休暇制度を見直したい。 
● 人材確保のためにも年次有給休暇をはじめ休暇制度を充実したい。 
● 多様な正社員制度、無期転換ルールを検討したい。      

◎ ◎ 

コンサルタントの詳細や申込フォームは
こちらをご確認ください！ 
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仕事をお探し中の障害がある方へ

採用をお考えの企業の方へ

令和７年度
(前期)

◆◆◆求人・求職募集中◆◆◆

お申込み・
お問合せは
裏面へ

●日程 ９月１７日(水)
●会場名 鹿島セントラルホテル
●住所 神栖市大野原４－７－１１
●受付時間 １２：３０～
●開催時間 １３：００～１５：３０

鹿行会場県南会場
●日程 ９月２６日(金)
●会場名 ホテルグランド東雲
●住所 つくば市小野崎４８８－１
●受付時間 １２：２０～
●開催時間 １２：５０～１５：３０

県央会場
●日程 ９月１６日(火)
●会場名 ホテルレイクビュー水戸
●住所 水戸市宮町１－６－１
●受付時間 １２：３０～
●開催時間 １３：００～１５：３０

県西会場
●日程 ９月２５日(木)
●会場名 ダイヤモンドホール
●住所 筑西市玉戸１０５３－４
●受付時間 １２：３０～
●開催時間 １３：００～１５：３０

【主催】ハローワーク・厚生労働省茨城労働局・茨城県

ひとつの理解が
大きな希望へ
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ハローワーク名 所在地 電話番号 管轄区域

水 戸
〒310-8509
水戸市水府町1573-1

029-231-6221
水戸市 ひたちなか市 那珂市
茨城町 大洗町 城里町 東海村

笠 間
〒309-1613
笠間市石井2026-1

0296-72-0252 笠間市

日 立
〒317-0063
日立市若葉町2-6-2

0294-21-6441 日立市

筑 西
〒308-0821
筑西市成田628-1

0296-22-2188 筑西市 結城市 桜川市

下 妻
〒304-0067
下妻市下妻乙124-2

0296-43-3737 下妻市 八千代町

土 浦
〒300-0805
土浦市宍塚1838

029-822-5124
土浦市 つくば市
かすみがうら市 阿見町

古 河
〒306-0011
古河市東3-7-23

0280-32-0461 古河市 境町 五霞町

常 総
〒303-0034
常総市水海道天満町4798

0297-22-8609
常総市 守谷市 坂東市
つくばみらい市

石 岡
〒315-0037
石岡市東石岡5-7-40

0299-26-8141 石岡市 小美玉市

常陸大宮
〒319-2255
常陸大宮市野中町3083-1

0295-52-3185
常陸大宮市 常陸太田市
大子町

龍ケ崎
〒301-0041
龍ケ崎市若柴町1229-1

0297-60-2727
龍ケ崎市 取手市 牛久市
稲敷市 利根町 河内町 美浦村

高 萩
〒318-0033
高萩市本町4-8-5

0293-22-2549 高萩市 北茨城市

常陸鹿嶋
〒314-0031
鹿嶋市宮中1995-1

0299-83-2318
鹿嶋市 潮来市 神栖市
行方市 鉾田市

茨城県内ハローワーク（公共職業安定所）

求人者、障害者の方ともに、事前に下記の
管轄ハローワークへお申し込み願います。

面接会に参加を希望する皆様へ
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認定制度を活用して、

自社の魅力度UP しませんか？

労働局には５つの認定制度があり、

法律に定める一定の要件を満たせば、申請することができます！

厚生労働省・茨城労働局

若者の採用・育成に積極的で雇用管理状況などが優良な中小企業を認

定する制度です。 【問合せ先】職業安定課 029-224-6218

労働者の安全や健康を確保するための対策に積極的に取り組
み、高い安全水準を維持・改善している企業を認定する制度
です。 【問合せ先】健康安全課 029-224-6215

安全衛生優良企業認定

子育て等サポート！「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」

女性活躍！「えるぼし認定」・「プラチナえるぼし認定」

若者応援！「ユースエール認定」

両立支援制度の導入や利用が進んでいる企業を「子育てサポート企業」
として認定する制度です。
また、「くるみん認定」を既に受け、より進んだ取組を行っている企業
については、「プラチナくるみん認定」があります。
さらに、「トライくるみん認定」制度及び「不妊治療と仕事との両立に
取り組む企業に対する『プラス認定』制度もあります。

【問合せ先】雇用環境・均等室 029-277-8295

・・・・

障害者雇用応援！「もにす認定」

～認定を受けると、こんなにメリットがあります！！～
➢ 認定の証である「認定マーク」で認定企業であることを対外的にPR！
➢企業イメージアップ
➢優秀な人材の採用&定着！
➢ 公共調達における一般競争入札で加点評価されます。※メリットは一例です。

URL https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/home.html

0000年度

障害者の雇用の促進及び雇用の安定に関する取組の実施状況など
が優良な中小企業を認定する制度です。

【問合せ先】 職業対策課 029-224-6219

女性の活躍促進に関する状況等が優良な企業として認定する制度で
す。認定は、基準を満たす項目数に応じて３段階あります。
また、「えるぼし認定」を既に受け、取組の実施状況が特に優良な
企業については、「プラチナえるぼし認定」があります。

【問合せ先】雇用環境・均等室 029-277-8295

トライくるみん
マーク

「プラス」制度マーク
「くるみん」等のマークに
枠が付きます
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「フリーランス・事業者間取引適正化等法」

が 2024年11月より施行されました！

法律の目的

この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、

①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化 と

②フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法律の適用対象

発注事業者からフリーランスへの「業務委託」（事業者間取引）

フリーランス 業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者 フリーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」方も

含まれる場合もありますが、これらの方はこの法律における「フリーランス」にはあたりません。

例：フリーランスとして働くカメラマンの場合

⚫ この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は「特定業務委託事業者」 「業務委託事業者」とされて

いますが、このリーフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

⚫ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含みません。具体的には、「週労働20時間以上かつ31日以

上の雇用が見込まれる者」が「従業員」にあたります。

⚫ 特定の事業者との関係で従業員として雇用されている個人が、副業で行う事業について、事業者として他の事業者から業

務委託を受けている場合には、この法律における「フリーランス」にあたります。

⚫ なお、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されず、労働基準

法等の労働関係法令が適用されます。

企業

(従業員を使用)

フリーランス
(従業員を使用していない)

この法律の対象

消費者

消費者・企業

(不特定多数)

この法律の対象外

企業が宣材写真の

撮影を委託

（事業者からの委託）

消費者が家族写真の撮影を委託

（事業者ではなく消費者からの委託）

自作の写真集をネットで販売

（委託ではなく売買）
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⚫ 発注事業者の義務の具体的な内容などは、政省令・告示などで定めております。詳細な法律等の内容や最新の情報につい

ては、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、

項目④～⑦については、厚生労働省（茨城労働局 雇用

環境・均等室 ℡029-277-8201）までお問合せください。

法律の内容

発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者

• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用していない

※フリーランスに業務委託するフリーランスも含まれます。

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ 一定の期間以上行う業務委託である

※「一定の期間」は、③は１か月、⑤⑦は６か月です。
契約の更新により「一定の期間」以上継続して行う
こととなる業務委託も含みます。

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

①
書面等による取引条件

の明示

業務委託をした場合、書面等により、直ちに、次の取引条件を明示すること

「業務の内容」「報酬の額」「支払期日」「発注事業者・フリーランスの名称」「業務委託をし

た日」「給付を受領／役務提供を受ける日」「給付を受領／役務提供を受ける場所」「（検査を

行う場合）検査完了日」「（現金以外の方法で支払う場合）報酬の支払方法に関する必要事項」

②
報酬支払期日の設定・

期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内のできる限り早い日に報酬支払期

日を設定し、期日内に報酬を支払うこと

③ 禁止行為

フリーランスに対し、１か月以上の業務委託をした場合、次の７つの行為をしてはな

らないこと

●受領拒否 ●報酬の減額 ●返品 ●買いたたき ●購入・利用強制

●不当な経済上の利益の提供要請 ●不当な給付内容の変更・やり直し

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、

• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと

• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

⑤
育児介護等と業務の

両立に対する配慮

６か月以上の業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できる

よう、フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

（例）
・「子の急病により予定していた作業時間の確保が難しくなったため、納期を短期間繰り下げた

い」との申出に対し、納期を変更すること

・「介護のために特定の曜日についてはオンラインで就業したい」との申出に対し、一部業務を
オンラインに切り替えられるよう調整すること など

※やむを得ず必要な配慮を行うことができない場合には、配慮を行うことができない理由につい
て説明することが必要。

⑥
ハラスメント対策に

係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関し、次の措置を講じること

①ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、方針の周知・啓発、②相談や苦情に応じ、

適切に対応するために必要な体制の整備、③ハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 など

⑦
中途解除等の

事前予告・理由開示

６か月以上の業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、

・原則として30日前までに予告しなければならないこと

・予告の日から解除日までにフリーランスから理由の開示の請求があった場合には理
由の開示を行わなければならないこと

内閣官房

①
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 古河労働基準監督署 

【古河労働総合庁舎４階】 【古河労働総合庁舎１・２階】 

令和７年１２月１日 より

 

令和７年 月２５日 より

 

管轄：古河市・境町・五霞町 

〒３０６－０２３５ 

古河市下辺見２０９９ 

古河労働総合庁舎 
 

「古河駅東口」から茨急バス「古河市三和庁舎」方面行き 

「仲の橋」下車徒歩２分 

 

移転先 

所在地 
 

西牛谷辺見線から「右折」での入庁は出来ません 

至
小
山

至
大
宮

古

河

駅

国道１２５号
西
牛
谷
辺
見
線

平
和
通
り

十間通り
国
道
４
号

スーパー

マーケット

古河第一高等学校

スーパー

マーケット

家具店

レストラン

至
つ
く
ば

至
旧
総
和

国道１２５号
西
牛
谷
辺
見
線

平
和
通
り

十間通り
国
道
４
号

銀行

至小山

至東京
古河労働総合庁舎

東
口

レストラン
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○ 今期の事件の状況 

 

  

労働委員会の窓から 
（令和７年６月１日～令和７年７月 31 日） 

労働委員会は、中立・公正な立場で、労使紛争の解決に向けて争議の調整や不当

労働行為の審査などを行っています。労働組合や使用者だけでなく、労働者個人で利

用できるあっせん制度もありますので、是非ご活用ください。 

審査事件  (
労働組合又は労働者からの申立てにより、不当労働行為に

該当するかどうかを判定し、該当する場合救済を図る制度) 

・・・・当該期間中に新規申立てはありませんでした。９件が係属中です。 

 

調整事件  (
労働組合と使用者との間の紛争に 

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中に新規申請が２件ありました。１件が終結し、３件が係属中です。 

【新規事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
調整事項 

Ｒ７（調） 

第３号事件 
医療・福祉 

Ｒ７.６.２ 

労働組合 
団体交渉の応諾について 

Ｒ７（調） 

第４号事件 
製造業 

Ｒ７.６.30 

労働組合 

① 賃金の引上げ 

② 60 歳時の労働条件のまま定年を 65歳に延長 

 

【終結事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
調整事項 終結状況 

Ｒ７（調） 

第３号事件 
新規事件の概要に同じ 

令和７年７月８日、被申請者

のあっせんに応じない意思

が明確になったため、打切り

として終結した。 
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○ 労働委員会講座 

 

【お問い合わせ先】茨城県労働委員会事務局 
 

〒310－8555 水戸市笠原町 978 番 6 
TEL 029－301－5563（総務調整課）、029－301－5568（審査課） 
E-mail roudoui@pref.ibaraki.lg.jp 
URL https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/roudoui/index.html 

～労使紛争の迅速・的確な解決を目指します～ 

個別あっせん事件  (
個々の労働者と使用者との間の紛争に

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中に新規申請はありませんでした。 

１件が終結し、係属中の事件はありません。 

【終結事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
あっせん事項 終結状況 

Ｒ７（個） 

第１号事件 
娯楽業 

Ｒ７.５.12 

労働者 

使用者側過失による

損失に対する謝罪及

び月給１か月分の保

障 

令和７年７月２日、あっせん

が開催されたが、当事者間の

主張に大きな隔たりがあり、

被申請者が持ち帰り再検討

したものの、回答内容に変更

がなかったため合意形成が

困難であるとして、同月 24

日打切りを決定し、終結し

た。 

 

あっせんのメリットについて 

茨城県労働委員会では、解雇やパワハラなどの労働関係のトラブルが発生し、当事者間で

自主的な解決が困難な場合、両者が話合いで解決できるようあっせんを行っています。 

あっせんは、当事者双方の主張の要点を確かめ、当事者間の話合いを取り持ち、あるいは

相互の主張の歩み寄りを勧めることにより、自主的な解決を支援する手続です。 

簡易かつ丁寧に当事者の自主的な合意形成を図ることを目的としていることから、労使双

方にとってメリットが大きいものです。 

まずは、電話等でお問い合わせください。 
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労働相談会労働相談会
職場のトラブルでお困りの方、無 料 で相談できます！

県庁23階
茨城県労働委員会事務局
(水戸市笠原町978-6)

場会○時日○

茨城県労働委員会事務局 水戸市笠原町978-6

029-301-5563
受付時間 8:30～17:15（土日祝日を除く）

ー10月は「個別労働関係紛争処理制度」周知月間ですー

面談や電話により相談を行います。
事前予約制です。
前日までに、お電話でご予約ください。

ごご予約・お問い合わせ

経験豊富な
労働委員会委員
が相談に応じます。

秘密は厳守します。
労働者、使用者
どちらからの相談
もお受けします。

労働委員会では、話合いによる職場のトラブル解決をお手伝いする

「あっせん」を行っております。詳しくは裏面をご覧ください。

令和７年度

▶

▶

▶

相談
。
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【 ～例えば、こんな経験をしていませんか？～ 】

＜労働者個人から＞

◆ 社員に配転命令をしたが、理由

なく拒否された。

◆ 経営不振で労働条件を変更した
いが、社員との話合いがうまく

いかない。

＜使用者(会社)から＞

労使間の話合いが行き詰まってしまった…そのような時には…

茨城県労働委員会の 「あっせん」制度 をご利用ください

労働委員会とは

労働者と使用者との間の労働トラブルを解決するため
の県の機関です。

公益、労働者、使用者それぞれの立場を代表する委員

で構成されています。

公益委員

弁護士、大学教授など

労働者委員

労働組合役員など

使用者委員

会社役員など

「あっせん」とは

労働委員会の

「あっせん」制度の特徴

労働者と使用者の間で労働に関するトラブルが発生し、自主的な解決が困難となった場合

に、公益委員、労働者委員、使用者委員が「あっせん員」となり、公正・中立な立場で双方の
主張を確かめて、合意点を探りながら、話合いによって解決されるよう支援する制度です。

秘密厳守

無 料

丁寧
公正・中立

手続き
簡単

労・使

「あっせん」の流れ

あっせん申請

トラブル発生！

事前調査

あっせん

解 決 打切り

まずは事務局までご相談ください。

双方に聞き取り調査を行います。
被申請者に対してあっせんの応諾
を促します。

あっせん員が双方の主張を聴き、
解決案提示などを行い、問題解決
を目指します。

～まずは、お気軽にご相談、お問い合わせください～

茨城県労働委員会事務局
〒310-8555 水戸市笠原町978-6（県庁23階）

TEL ０２９－３０１－５５６３（総務調整課）
E-mail roudoui@pref.ibaraki.lg.jp
URL https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/roudoui/index.html

取下げ

◆ 職場の先輩からパワハラ・嫌が
らせを受けた。上司に相談した
が、十分な対応をしてくれない。

◆ 仕事でミスをしたことを理由に
突然解雇された。解雇理由に身
に覚えがない。解雇に納得がい
かない。

制度を利用する際の費用は
かかりません。

「あっせん」は非公開で行い、秘密
は厳守します。

公・労・使の三者構成により解決
をサポートします。

労働者、使用者のどちらからも
申請できます。

労働委員会に申請書を提出し
ます。様式は県HPからもダウ
ンロードできます。
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